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書評

著者リプライ

    『「表現の自由」の社会学:差 別的表現と管理社会をめぐる分析』
                書評論文リプライ

                                    伊藤 高史

 「表現 の自由」研 究の第一人者 である大石泰彦教授 か ら、寛大であ りつっ、なお手厳 しい評

をいただい た。教授 が拙著 に貴重な時間を割いていただい ことに、心か ら感謝 申 し上 げたい。

 本書 は、大石教授 をは じめ多 くの憲法学者、法律学者 が取 り組んで こられ た 「表現の 自由」

にかかわる問題 について、社会学や政治哲学 、政治思想史の視 点を取 り入れて論 じたものであ

る。序章を除いて9章 構成 の本書 の うち、3章 と4章 の2章 が 「全体 との関連において理解で

きなかった」 と大石教授 か ら評 され るよ うでは、本書の企ては失敗 した とみ られ て も仕方ない

かも しれない。 しか しなが ら、このページを借 りて、多少な りとも筆者の試み を正当化 したい。

 本書の 冒頭で筆者 は、 「表現の 自由」が民主主義 を標榜す る政治社会の基礎 にあることを述

べ た( 01り一)。この意味す る ところの一つ は言 うまでもな く、民主主義社会 では、人 々が 自由

な意見交換、情報交換 を通 じて政治的 な意思決 定を行 うべ きで ある、 とい うこ とであ る。 しか

しなが ら、筆者 はここにも う一つの意 味を込めていた。す なわち、政 治過程 に参加す る個人 は、

何 らかの情報に接す る以前 に、言語 を通 じて常に/既 に社会的 に構築 され た存在で あ り、個 々

人の 自由意志 には常に/既 に言語 とい う他者 が介在 している、 とい うことである。 「表現 の 自

由」をいかに して守 るか、あるいは、 どの程度規制す るか、 とい った問題 は、民主的な手続 き

の 中で決 め られ るべきであるが、その意思決定 をす る個 人が常に/既 に社 会的に構築 されてい

るな らば、その個人を構築 す る言語世界(「 表現 の自由」論 の伝統的用語では 「思想 の市場」)

に 目を向け、個人はいかに社 会的 に構 築 されてい るのか、 を検討 しな ければな らない。 「表現

の 自由」をめ ぐる実践 と、その規制 をめ ぐる問題 は、そ こに参加す る個人 とその個人 をつ く り

あげる 「思想の市場」の相互作用の 中で理解 されね ばな らない。それ ゆえ、 「表現の 自由」に

関す る法律の専門家の理解 と同時に、具体的な トピックの 中で 「表現 の 自由」 とい う言葉が出

てきた ときに、それが どの よ うな意味 内容 をもって使用 されてい るのか、そ こに、専門家 とそ

の他の人々の理解 とのずれはないのか、 といった ことを問題 にす る必要 があったのである。大

石教授 か ら 「本書全体 との関連 で理解す ることができなかった」 と評 され た2つ の章は、個人

が社会 に とらわれ 、 「思想 の市場 」 とい う言語世界 の中で構築 され ている こと(こ のこ とを、

個 人の"自 由"に 対す る根源的な制約 として否定的に捉 えるな らば、それ は 「管理社会論 」に

つながってい く)を 理論的 に論 じた ものであった。

 筆者 の企 てが上記 のよ うな 「社会学 的」 な ものであったため、 「表現 の 自由」を憲法 ・法律

学 とい う伝統的な枠組 みか ら考察 されてきた方 々か らすれ ば、本書の意図は見えに くか ったに
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違 いない。 また、専 ら社会学 に関心 を持つ読者 に とっては、 「表現 の 自由」 とい う伝統 的に法

的枠組みか ら論 じてきた トピックを理解す るのは困難 であった ろ うとも思 う。 この意味で、本

書は読者 に とって不親切 な側面 を持つ ことは否めない。 しか し、今 日の世界 で起 こっている こ

とを理解 し、い くつかの重要 な問題 に関す る処方箋 を探 るには越 境的な試み が必要であった。

とい うの も、 「ポス ト・モ ダン」 と言われ る今 日の社会環境 の中で 「自由 と安全」 を両 立させ

てい くには、人権保 障を 目的 とす る憲法の根幹 にある 「個人主義 」 とい う近代的前提 の問い直

しが不可欠で あったか らである。

 言 い換 えると、筆者 の試みの根 幹にあったのは、法的議論 の中で前提 にされ る 「個人主義」

的思想 を問い直す ことであった。 「表 現の 自由」が憲法において保 障 され、憲法を根 幹にすえ

て 「表現の 自由」にかかわ る トピックを論 じてい くとす ると、憲法の主 旨が 「人権保障」にあ

る と考 える限 り、そ の議論は 「個人 主義」 を前提 と した ものにな らざるを得 ない。人権 とは近

代の 「個人主義」的思想 を前提 に したものだか らであ る。 もちろん筆者 は、個人主義に根 ざす

「人権」の価値その ものを否 定 しよ うとい うのではない。 しか し、民主主義的政治体制の中で、

多数派か ら少数派の 「自由 ・人権」 を守 るのが 自由主義的 な憲法の主 旨であった として も、な

おその憲法その ものが 「多数派」 によって変え られ得 る とい った具合 に、民主主義 と自由主義

は矛盾 しつつ も、相互に依存す る関係 にあ る。筆者 は、 この矛 盾 を解 消す ることを目的に本書

を書いたのではない。 む しろ、民主主義は、 自由 ・人権 を保障す るための道具 ・手段 に過 ぎな

い と理解す ることに よって、 自由主義(あ るいは人権保障)と 民主主義の矛盾 を解 消 して しま

うよ うな論調に対 して異議 申 し立てを し、 自由主義 と民主主義 のあや うい対立 と矛盾 を認識 し、

そ してそのバ ランスを とり続 けることの重要性 を主張 したのであった。そ してバ ランスを考 え

る際 に考慮すべ きひ とつ の重要 な要 素 として、 「表 現の 自由」には社 会秩序の維持 にかかわ る

「保守的価値」 が内包 され てい る ことを指摘 したのである(「 表現の 自由」が絶対 であ るかの

よ うな一部の論者 の議論は、既 にマ スコ ミ関係 者 しか耳を貸 さない ものであるこ とは言 うまで

もない)。

 筆者 の理解 によれば、民主主義 に対す る自由 ・人権 の優位 を言 うのが、大石教授 が書評 の中

で言及 された 「従来の原理論」で ある。 これ に対 して、 「表現 の 自由」 を民主政 の基礎 にある

もの と捉 える松井茂記の 「民主主義プ ロセス論 」は、十分な反論 となってい ない(34㌻)。 筆

者 が 「共和主義」的理解 を参照 したのは、 自由主義的言説に対す るひ とつの対抗軸 として、言

論 によって社会秩序 に参加 してい くとい う 「政治」過程に、 自由 ・人権 を守 るための"手 段"

とは異 なる、固有の価値 を確認す るためであった。その過程 は、人 々が"国 家権力 によ らず し

て"社 会共通の価値観(善 悪の判断基 準な ど)を 認識 し、共有 し、個々人の 「自由意志」にそ

れ を埋 め込んで行 く過程 でもあ るがゆえに、ひ とつの 「政治制度」以上の価値 を持つのであ る

(こ うした ことは、例 えば本書の81～93ペ ー ジで述べ たつ も りではあったが、ここで述 べて

いるほ どには明確 に指摘で きなかったのも事実である)。

 ただ し、筆者 は 「共和主義」的理解 を、すべての問題 を解決す るもの として提示 したのでは
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ない。 この よ うな理解 を持ち出 したのはあ くまで、 自由 ・人権を相対化 し、 自由主義 ・人権保

障 と民主主義の矛盾 しつつ も相 互依存的で あらざるを得 ない関係 を再認識す るた めである。そ

のよ うな両者 の矛盾 と相互依存関係 を認識す るな ら、解決 は両者 のバ ランスを とってい くこ と

以外 にな く、そのよ うなバ ランスを とる とい うことは、論理 とい うよりはたぶん に、それ を判

断す る人々の直感や信念、あ るいは感覚(バ ランス感覚)に 依存せ ざるをえない。な らばや は

り、その ような出来事 が起 こる言語世界(「 思想 の市場」)を 注意深 く観察 し、 「思想 の市場」

を健全 に保つ努力を しなければな らないのであ る。

 筆者 の この主張 は抽象的 に聞 こえるか も しれ ない が、 「表現 の 自由」 にかかわる法律判断 で

も、 日々行われているこ とではないだろ うか。例えば名誉殿損やプ ライバ シー侵害に関す る訴

訟 では、 「表 現の 自由」 と人格権 の価値 との 「比較衡 量」 が行 われ ている。裁判官 は しば しば

「社会通念」な るものを持 ち出すが、その 「社会通念 」 とは、裁判官が直感 的に察知 した り、

信 じ込 んだ りしている もので しかない。裁判所 とい う国家権力の一機 関の判 断において も、裁

判官は理論的 ・論理 的には どち らが上 と一概 に言 えない複数 の価値 を比較 し、法律の条文 と判

例の言葉 に拘束 されつつ も、社会 に対す る直感 、信念、感覚 に基づいて、共約不能 な対立する

価値 の どち らに重 きを置 くか を 「決断」す るので ある。

 大石教授 は、共和主義 的理解は 「法的規制」 を考 える際にも、その基礎理論 た り得 るか否 か、

差別的表現以外に本書の議論 は応用可能 か、 と指摘 されたが、上記の ことが、その質問への筆

者か らの回答にな ろ う。共和主義的理解 は、 「表 現の 自由」の法的規制 を考 える際に も考慮す

べ きひ とつ の要素 とな るが、それ は即座 に解決 をもた らして くれ るものではない。 あくまで、

自由 ・人権 とい う観 点を相対化す るもので しか ない。

 大石 教授 が指摘 された第3の 点、すなわち 「差別的表現 に対 して厳 しい法的 ・社会的規制を

加 える大陸 ヨー ロッパ諸 国(ド イ ツ、フランスな どナチス体験 のある諸国)の 制度 に関 しては、

本書の 『原理論』は どの ように分析 を加 え、 どう評価す るのか」 とい う点は、即座 に回答でき

るよ うなものではないが、ひ とつの視 点 を提示 してお こ う。筆者 は本 書の中で、 「『表 現の 自

由原理主義』 とも言 える、『表現の 自由』が絶対であ るかの よ うな素朴な議論に立っていたの

では、『表現の 自由』 は無限に譲歩 を強い られ ることは避 けられない」(28㌻)と 述べた。 そ

して最後の第9章 で、 「表現 の 自由」の 「保守 的価値」 として、 「表現の 自由」が社会の安定 性

に果たす役割 を強調 した。 このこ とは 「表現 の 自由」 を、 「安全」 との関係 で考え、 「表現の 自

由」 と 「安全」 にも、対立 と同時 に相互依存 関係が あることを強調す る意図があった。伝統的

には、国家 が治安対策 を 口実 に言論 を弾圧 して きた歴 史 があ るた め、 「表現 の 自由」 と 「安

全 」は対立す るもの であ る とのイ メー ジが強い。 しか しなが ら、 自由(「 表現 の 自由」 を含

む)と 安全、そ して権力は、対立 しつつ も相互依存 関係 にあ るものである。そ このこ とを筆者

は、阪本 昌成やハ ンナ ・ア レン トの議論 を参照 しつつ指摘 した(35-40㌻)。 あ る特定の言説

の存在が、即座 に社会不安や治安 の不安定化 につ なが るのか否 かは、普遍的に判 断できるもの

ではなかろ う。2007年4月 に行われた都 知事選挙においては、あ る候補 者がテ レビの政 見放
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送で 「政府転覆」を訴 えた。それが失笑 しか買わなかったのは、今 日の 日本 のコンテクス トに

おいては、そ うした言説が治安の悪化 に直結 しない との認識が一般に存在 したためであろ う。

差別的表現 に関す る法 的規制の是非 に関 して もそれゆえ、筆者の立場 は文化相対主義的 な立場

を とらざるを得ない。 それはその国家 ・社会の 中の コンテ クス トの中で、 自由と安全 のバ ラン

スを考慮 しつつ、多様 な言論の中の 自然淘汰か、あるいは、国家権力 による規制か、あるいは

別 の方策が あ り得 るのか、 といった観点 か ら検討 され るべ きなのである。

 大石教授の書評 に対す る リプライ を考 えることによって、筆者 自身 、著書 において言いたか

ったことをよ り明確 にす ることができたよ うに思 う。大石教授、そ してこの機 会を与えていた

だいた 『三 田社会学会』編集委員 の方 々にあ らためて深 くお礼 申 し上げたい。

(いとう たかし 創価大学文学部)
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